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学校・教職員に関する基本データ 
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幼稚園 小学校 中学校 高等学校 
中等教育 
学校 

特別支援
学校 

学校数 計 12,905 20,852 10,557 4,963 51 1,096 

（校） 国立 49 72 73 15 4 45 

公立 4,714 20,558 9,707 3,628 30 1,037 

私立 8,142 222 777 1,320 17 14 

児童生徒数 計 1,557,461 6,600,006 3,504,334 3,334,019 31,499 135,617 

（人） 国立 5,614 41,067 31,220 8,613 3,160 3,033 

公立 264,563 6,481,396 3,227,314 2,286,385 20,424 131,781 

私立 1,287,284 77,542 245,800 1,039,021 7,915 803 

教員数 計 111,059 416,475 253,832 235,306 2,432  79,280 

（人） 国立 344  1,833 1,628 575 214  1,502 

公立 23,360 409,753 237,082 174,363 1,520  77,479 

私立 87,355 4,889 15,122 60,368 698  299 

文部科学省「学校基本統計（平成26年度）」 

学校数・児童生徒数・教員数（平成２６年度） 【総括】 
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万校 

小学校 

幼稚園 

中学校 

高校 

特別支援学校 中等教育学校  51校  

小学校  20,852校 

幼稚園  12,905校 

中学校  10,557校 

高校 4,963校 

特別支援学校 1,096校 

S60年15,220校 

S63年5,512校 

（国公私立の合計数） 

文部科学省「学校基本統計（平成26年度）」 

中等教育学校 

26年度 

S32年26,988校 

S29年13,773校 

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 

学 校 数 【 推 移 】 

4 



0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

S2830 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

万人 

小学校 

中学校 

特別支援学校 13.6万人 

S33年1349万人 

H元年564万人 

高校 幼稚園 

特別支援学校 

幼稚園155.7万人 

高校 333.4万人 

小学校660.0万人 

S37年733万人 

Ｓ53年250万人 

（国公私立の合計数） 

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 

中学校350.4万人 

26 
年度 

文部科学省「学校基本統計（平成26年度）」 

児 童 生 徒 数 【 推 移 】 
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万人 

小学校 

中学校 

S57年47.5万人 

高校 

幼稚園 

特別支援学校 

S62年29.2万人 

H3年28.6万人 

H19年11.1万人 

中学校 25.4万人 

高校 23.5万人 

幼稚園 11.1万人 

小学校 41.6万人 

特別支援学校 7.9万人 

（国公私立の合計数） 

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 

文部科学省「学校基本統計（平成26年度）」 

26  
  年度 

教 員 数 【 推 移 】 
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高校 

小学校 

中学校 

幼稚園 

人 

※国公私立の合計数（高校は全日制・定時制の計） 

幼稚園120.7人 

中学校 331.9人 

高校 671.8人 

小学校 316.5人 

Ｓ40年 1046.4人 

Ｓ33年 500.4人 

Ｓ37年 579.5人 

Ｓ52年 177.1人 

文部科学省「学校基本統計（平成２６年度）」 

26 
年度 

一校当たり児童生徒数 【 推 移 】 
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人 

初等教育 前期中等教育 

前期中等教育OECD平均23.6人 

初等教育OECD平均21.3人 

日本の学校における平均学級規模は、ＯＥＣＤ平均よりも大きく、もっとも学級規模の大きい国の一つ。  
（初等教育27.7人（ＯＥＣＤ平均21.3人）、前期中等教育32.6人（ＯＥＣＤ平均23.6人）） 

（注）・国公立学校が対象。 

・日本の調査年は、ＯＥＣＤの調査年の１年前となっている。〔例.日本：平成２３年（２０１１年） → OECD平均：２０１２年）〕 

OECD 「図表でみる教育（2014年版）」  表 D2.1 

・日本の数値が、学校基本統計に基づく数値と異なるのは、各国間比較のため特別支援学級を除いていることなどによる。 

・日本の数値は、平成２３年度学校基本統計を元に算出したもの。 

・本グラフの数字は、OECDが公表している数字を基に作成（小数点第二位を四捨五入）。 

一学級当たり児童生徒数 ［国際比較］ 
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日本の学校における教員１人に対する児童生徒の数は、ＯＥＣＤ平均より大きい。 
（初等教育17.7人（ＯＥＣＤ平均15.3人）、前期中等教育14.1人（ＯＥＣＤ平均13.5人）） 

・日本の数値が、学校基本統計に基づく数値と異なるのは、各国比較のため校長・教頭を除いていることなどによる。 

OECD 「図表で見る教育（2014年版）」  表 D2.2 
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人

初等教育 前期中等教育

前期中等教育OECD平均13.5人

初等教育OECD平均15.3人

17.7

14.1

（注）・国公私立学校が対象。 

・日本の調査年は、ＯＥＣＤの調査年の１年前となっている。〔例.日本：平成２３年（２０１１年） → OECD平均：２０１２年）〕 

・本グラフの数字は、OECDが公表している数字を基に作成（小数点第二位を四捨五入）。 

・日本の数値は、平成２３年度学校基本統計を元に算出したもの。 

教員一人当たり児童生徒数 ［国際比較］ 
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文部科学省調べ 
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20歳(平成66年度退職） 
21歳(平成65年度退職） 
22歳(平成64年度退職） 
23歳(平成63年度退職） 
24歳(平成62年度退職） 
25歳(平成61年度退職） 
26歳(平成60年度退職） 
27歳(平成59年度退職） 
28歳(平成58年度退職） 
29歳(平成57年度退職） 
30歳(平成56年度退職） 
31歳(平成55年度退職） 
32歳(平成54年度退職） 
33歳(平成53年度退職） 
34歳(平成52年度退職） 
35歳(平成51年度退職） 
36歳(平成50年度退職） 
37歳(平成49年度退職） 
38歳(平成48年度退職） 
39歳(平成47年度退職） 
40歳(平成46年度退職） 
41歳(平成45年度退職） 
42歳(平成44年度退職） 
43歳(平成43年度退職） 
44歳(平成42年度退職） 
45歳(平成41年度退職） 
46歳(平成40年度退職） 
47歳(平成39年度退職） 
48歳(平成38年度退職） 
49歳(平成37年度退職） 
50歳(平成36年度退職） 
51歳(平成35年度退職） 
52歳(平成34年度退職） 
53歳(平成33年度退職） 
54歳(平成32年度退職） 
55歳(平成31年度退職） 
56歳(平成30年度退職） 
57歳(平成29年度退職） 
58歳(平成28年度退職） 
59歳(平成27年度退職） 
60歳(平成26年度退職） 

61歳以上 

小学校 中学校 

（平成２７年３月３１日時点） 

公立小・中学校の年齢別教員数 
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39.5歳 

39.6歳 

40.5歳 

41.8歳 

43.4歳 

39.2歳 

39.1歳 

39.7歳 

40.4歳 

41.8歳 

平均年齢 平均年齢 

44.1歳 42.9歳 

44.4歳 44.2歳 

文部科学省調査 

公立小・中学校の教員の年齢構成 【 推 移 】 
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教員,
82%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 18%

 

日本
（※） 

○初等中等教育学校の教職員総数に占める教員以外の専門スタッフの割合 

出典：文部科学省「学校基本統計報告書」（平成25年度）、”Digest of Education Statistics 2012”、“School Workforce in England November 2013” 

※１ 日本は小・中学校に関するデータ 

※２ 日本における専門スタッフとは、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、事務職員、学校栄養職員、学校図書館事務員、養護職員、学校給食調理従事員、用務員、警備員等を指す 

※３ アメリカにおける専門スタッフとは、ソーシャルワーカー、医療言語聴覚士、就職支援員等を指す 

※４ イギリスにおける専門スタッフとは、司書、メンター、医療及び看護職員等を指す 

教員,
51%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 49%

 

イギリス 

 

アメリカ 

専門スタッフの割合の国際比較 

12 



我が国の学校を取り巻く諸状況 
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※ＰＩＳＡ調査：ＯＥＣＤが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施 

          知識や技能を実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを評価 
◆ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（PISA2012）の結果から 

◆ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2011）の結果から 

・我が国の児童生徒の学力は、国際的に見て上位を維持しているが、他の上位国・地域と比べると、習熟度の高い児童生徒の割合が低い。 

・学習意欲等については、前回調査に比べ肯定的な回答をした児童生徒の割合は増加しているが、複数の項目において国際平均を下回っている。 

  

1995 1999 2003 2007 2011 

小
学
校
４
年
生 

算
数 

567 点 

（3位/26か国） 

（調査実施せず） 

 

 
 
 
有意差なし 

565 点 

（3位/25か国） 

 

 

有意差なし 

568 点 

（4位/36か国） 

 

 

有意に上昇 

585 点 

（5位/50か国） 

理
科 

553 点 

（2位/26か国） 

（調査実施せず） 

 

 
 
 
有意に低下 

543 点 

（3位/25か国） 

 

 

有意差なし 

548 点 

（4位/36か国） 

 

 

有意に上昇 

559 点 

（4位/50か国） 

中
学
校
２
年
生 

数
学 

581 点 

（3位/41か国） 

 

 

有意差なし 

579 点 

（5位/38か国） 

 

 

有意に低下 

570 点 

（5位/46か国） 

 

 

有意差なし 

570 点 

（5位/49か国） 

 

 

有意差なし 

570 点 

（5位/42か国） 

理
科 

554 点 

（3位/41か国） 

 

 

有意差なし 

550 点 

（4位/38か国） 

 

 

有意差なし 

552 点 

（6位/46か国） 

 

 

有意差なし 

554 点 

（3位/49か国） 

 

 

有意差なし 

558 点 

（4位/42か国） 

 

算数 理科 数学 理科
平成15（2003）年 65 81 39 59
平成19（2007）年 70 87 40 59
平成23（2011）年 73 90 48 63
国際平均（2011） 84 88 71 80

小学校 中学校

・勉強は楽しい 

・私の先生の授業はわかりやすい 

算数 理科 数学 理科
平成23（2011）年 85 81 69 65
国際平均（2011） 90 90 78 79

小学校 中学校

※順位はＯＥＣＤ加盟国中（カッコ
内は全参加国・地域中の順位） 

※数学的リテラシー、科学的リテラ
シーは経年比較可能な調査回
以降の結果を掲載 

・我が国の生徒の学力は、 

  世界的に見て高い水準に 

  ある。 

 

・一方、シンガポールなど、 

 他の上位国も平均得点を 

 更に上げるなど、世界的 

 に学力の向上に熱心に取 

 り組んでいる状況があり、 

 我が国においても学力水 

 準の維持向上を図ること 

 が重要。 

日本 

韓国 

フィンランド 

ドイツ 

シンガポール 

各国の平均得点の変化 

（数学的リテラシー） 

※ＴＩＭＳＳ調査：ＩＥＡ（国際教育到達度評価学会）が小学校４年生と中学校２年生を対象に実施 

            学校カリキュラムを通してどの程度知識が身に付いているかを調査 

国際調査における子供たちの学力と学習の状況 
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小中学校で障害に応じた特別な指導（通級指導）を受ける子供が増加 不登校の子供の割合が増加 学用品費等の援助を受けている子供が増加 

 大部分の教員が仕事量や保護者対応を負担に感じている 

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省調べ 

Ｈ６ Ｈ２６ Ｈ６ Ｈ２６ Ｈ７ Ｈ２５ Ｈ７ Ｈ２５

小学校         中学校 要保護         準要保護 

2.2倍 2.1倍 1.7倍 2.0倍 

0.18% 

0.39% 

1.32% 

2.76% 
8.7 

万人 

14.8 

万人 

67.9 

万人 

136.6

万人 

◎課題は複雑化・困難化している 

◎学校や教員の仕事は拡大し、多様化している 

（出典) 文部科学省委託「教員勤務実態調査（H18)より作成 

８割の親が家庭の教育力の低下を実感 

（出典) 文部科学省委託「家庭教育の活性化支援等に関する特
別調査研究」（H20) 

学習指導要領の改訂で授業時数は増加 

旧指導要領 新指導要領 旧指導要領 新指導要領

小学校        中学校 

5367 

時間 

5645 

時間 

＋約300時間 

2940 

時間 

3045 

時間 

＋約100時間 

現在の学校の役割 

生徒指導 町内会・地域協力活動 

通学路の安全確保 

学校開放 

土曜日の活動 

        授  業    

グローバル化 

知識基盤社会 

学校行事 部活動 

総合学習 

小学校英語 etc. 

保護者対応 

かつての学校の役割 
 

授  業    

生徒指導 学校行事 部活動 

学校・教員の役割 

（イメージ） 

地域住民 

の期待 

※欧米では、教員の仕事は授業が中心。生徒指導・進路指導の比重が少ない。 

我が国の学校現場をとりまく課題は複雑化・多様化している 

我が国の教育を取り巻く状況 

差替え 
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数 

平成14年度 平成24年度

小学校 

12,523 

人 

17,154 

人 

平成14年度 平成24年度

中学校 

5,317 

人 

7,558 

人 

１．４倍 

 通級による指導を受けている児童生徒数  特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍 

  する児童生徒数（国・公・私立計） 

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍 

  する児童生徒数を合計した数字 
 (注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童生徒数 

を合計した数字。 

 
 

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、 

      準要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ず 

      る程度に困窮している者をいう。 

 要保護及び準要保護（注）の児童生徒数 

小学校 中学校 

平成５年度 平成25年度

２．１倍 

小学校・小学部 

平成５年度 平成25年度

１．９倍 

中学校・中学部 

平成７年度 平成２５年度

１．７倍 

要保護 

平成７年度 平成２５年度

２．０倍 

準要保護 

特別支援学級 
45,650人 

特別支援学級
120,906人 

8.7 

万人 

14.8 

万人 

136.6 

万人 

特別支援学校  
29,201人    

特別支援学校

37,619人    

特別支援学校 

21,290人 

特別支援学級 

23,600人 

特別支援学級 

53,975人 

特別支援学校 

29,554人 

１．４倍 

平成６年度 平成２６年度

２．２倍 

0.18

% 

0.39

% 

小学校 中学校 

平成６年度 平成２６年度

２．１倍 

2.76 

% 
1.32 

% 

 不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数 

平成１８年度 平成２６年度

３．０倍 

小学校 

3,494 

件 

10,605件 

平成１８年度 平成２６年度

中学校 

27,540

件 

32,986

件 

１．２倍 

（注） 国・公・私立学校のデータ （注） 国・公・私立学校のデータ （注） 公立学校のデータ 

67.9 

万人 

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」 

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ 

平成５年度 平成25年度

５．９倍 

11,963人 

平成５年度 平成25年度

２３．５倍 
70,924人 

6,958人 

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う 

    教育形態。 

   ・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。 

   ・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童 

    生徒の割合は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数 

    の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。） 

296人 

学校現場が抱える問題の状況について 

差替え 
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  （校長） 
     平成１８年度調査  約３６時間(勤務日・休日）  ※  約３１時間（勤務日） 
  
  （教頭・副校長） 
     平成１８年度調査  約６３時間(勤務日・休日）   ※  約５５時間（勤務日） 
 
  （教諭）    
     平成１８年度調査  約４２時間(勤務日・休日）  ※  約３４時間（勤務日） 
      昭和４１年度調査  約 ８時間(勤務日・休日) 
 
  （講師）  
     平成１８年度調査   約４１時間(勤務日・休日）  ※  約３４時間（勤務日） 
 
        ※成績処理や授業準備などの持ち帰りの業務は含まれない。 

（参考）平成１９年１月分 厚生労働省勤労統計調査 

３０人以上の事業所規模の月間所定外労働時間：１２．９時間（早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等） 

文部科学省教員勤務実態調査－職種別平均残業時間 
●調査の概要         

 ＜調査期間＞        

  平成１８年７月３日 ～ 平成１８年１２月１７日      

     ※ 第１期（７月分）～第６期（１２月分） ２８日間ずつ６期に分けて実施。    

 ＜調査対象校＞        

  全国の公立小・中学校のうち、地域・学校規模のバランスを考慮して無作為に抽出した学校  

     ※ （小学校１８０校、中学校１８０校）×６期を抽出    

     ※ 毎月調査対象校を変更（１校の調査期間は１月間のみ）   

 ＜調査対象教員＞        

    校長、教頭、教諭、栄養教諭、養護教諭、講師（常勤）    
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○教諭の１日当たり勤務時間（勤務日）：１０時間２２分（うち残業時間：１時間４３分） 
→項目別に見ると、 
① 児童生徒の指導に直接的にかかわる業務：５時間５９分  
（朝礼、授業、補習指導、生徒指導、部活動・クラブ活動、児童会・生徒会指導、学校行事 等） 
 
② 児童生徒の指導に間接的にかかわる業務：２時間２分 
（授業準備、成績処理、ホームルーム、連絡帳の確認、学年・学級通信の作成 等） 
 
③ 学校の運営にかかわる業務及びその他の業務：２時間６分 
（学校経営、会議・打合せ、事務・報告書作成、研修、その他の校務 等） 
 
④ 外部対応（保護者・ＰＴＡ対応、地域対応、行政・関係団体対応 等）：０時間１２分  

○教諭の１日当たり勤務時間（勤務日） 

○１か月当たり残業時間 

１日分×２０日 43時間00分 8時間40分 38時間40分 39時間00分 38時間40分 37時間40分 34時間20分 

  

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期  
平均 （７月分） （８月分） （９月分） （１０月分） （１１月分） （１２月分） 

  （夏季休業期）           

①児童生徒の指導に直接的に 
  かかわる業務 

6時間27分 2時間17分 7時間06分 6時間55分 6時間48分 6時間25分 5時間59分 

②児童生徒の指導に間接的に 
  かかわる業務 

2時間24分 1時間23分 1時間55分 2時間07分 2時間00分 2時間27分 2時間02分 

③学校の運営にかかわる業務 
  及びその他の業務 

1時間43分 4時間24分 1時間31分 1時間37分 1時間48分 1時間36分 2時間06分 

④外部対応 0時間22分 0時間10分 0時間06分 0時間08分 0時間10分 0時間16分 0時間12分 

合   計 10時間58分 8時間17分 10時間39分 10時間48分 10時間47分 10時間45分 10時間22分 

うち、残業時間 2時間09分 0時間26分 1時間56分 1時間57分 1時間56分 1時間53分 1時間43分 

休憩時間 0時間09分 0時間44分 0時間10分 0時間07分 0時間07分 0時間06分 0時間14分 

文部科学省教員勤務実態調査－ 教諭の勤務時間 
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a 朝の業務 朝打合せ、朝学習・朝読書の指導、朝の会、朝礼、出欠確認など

ｂ 授業 正規の授業時間に行われる教科・道徳・特別活動・総合的な学習の時間の授業、試験監督など

ｃ 授業準備 指導案作成、教材研究・教材作成、授業打合せ、総合的な学習の時間・体験学習の準備

d 学習指導 正規の授業時間以外に行われる学習指導（補習指導、個別指導など）、質問への対応、水泳指導など

e 成績処理
成績処理にかかわる事務、試験問題作成、採点、評価、提出物の確認・コメント記入、通知票記入、調査書作成、指導
要録作成など

f 生徒指導（集団）
正規の授業時間以外に行われる次のような指導：給食・栄養指導、清掃指導、登下校指導・安全指導、遊び指導（児童
生徒とのふれ合いの時間）、健康・保健指導（健康診断、身体測定、けが・病気の対応を含む）、生活指導、全校集会、
避難訓練など

g 生徒指導（個別） 個別の面談、進路指導・相談、生活相談、カウンセリング、課題を抱えた児童生徒の支援など

h 部活動・クラブ活動 授業に含まれないクラブ活動・部活動の指導、対外試合引率（引率の移動時間を含む）など

i 児童会・生徒会指導 児童会・生徒会指導、委員会活動の指導など

j 学校行事 修学旅行、遠足、体育祭、文化祭、発表会、入学式・卒業式、始業式・終業式などの学校行事、学校行事の準備など

k 学年・学級経営
学級活動（学活・ホームルーム）、連絡帳の記入、学年・学級通信作成、名簿作成、掲示物作成、動植物の世話、教室
環境整理、備品整理など

l 学校経営
校務分掌にかかわる業務、部下職員・初任者・教育実習生などの指導・面談、安全点検・校内巡視、機器点検、点検立
会い、校舎環境整理、日番など

m 会議・打合せ
職員会議、学年会、教科会、成績会議、学校評議会、その他教員同士の打合せ・情報交換、業務関連の相談、会議・
打合せの準備など

n 事務・報告書作成
業務日誌作成、資料・文書（調査統計、校長・教育委員会等への報告書、学校運営にかかわる業務、予算・費用処理に
かかわる書類など）の作成、年度末・学期末の部下職員評価、自己目標設定など

o 校内研修 校内研修、校内の勉強会、研究会、授業見学、学年研究会など

p 保護者・PTA対応 学級懇談会、保護者会、保護者との面談や電話連絡、保護者応対、家庭訪問、ＰＴＡ関連活動、ボランティア対応など

q 地域対応 町内会・地域住民への対応・会議、地域安全活動（巡回・見回りなど）、地域への協力活動など

r 行政・関係団体対応 教育委員会関係者、保護者・地域住民以外の学校関係者、来校者（業者、校医など）の対応など

s 校務としての研修 初任者研修、校務としての研修、出張をともなう研修など

t 会議 校外での会議・打合せ、出張をともなう会議など

u その他の校務 上記に分類できないその他の校務、勤務時間内に生じた移動時間など

v 休憩・休息 校務と関係のない雑談、休憩、休息など

学
校
の
運
営
に
か
か
わ
る
業
務

外
部
対
応

校
外

そ
の
他

児
童
生
徒
の
指
導
に
か
か
わ
る
業
務

文部科学省教員勤務実態調査－業務の分類 
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●昭和４１年度調査

学

校

行

事

●平成１８年度調査

（昭和４１年度教員勤務状況調査・平成１８年度教員勤務実態調査・平成１８年度教員意識調査）

学

校

行

事

授

業

準

備

・

成

績

処

理

等

事務的な業務
（学校経営等）

保

護

者

対

応

等

休
憩

補

習

・

部

活

等

授

業

準

備

・

成

績

処

理

等

授　業 生徒指導等

補

習

・

部

活

等

学校行事
授 業 準 備
成績処理等

研

修

（
校

務

）

自

主

研

修

保

護

者

対

応

等

残業時間

授　業

補

習

・

部

活

等

学校行事
授 業 準 備
成績処理等

研

修

（
校

務

）

自
主
研
修

事
務
的
な
業
務

保

護

者

対

応

等

児童・生徒の指導に間接的にかかわる業務

児童・生徒の指導に直接的にかかわる業務

休憩

事

務

的

な

業

務

外部対応

学校の運営にかかわる業務及びその他の校務

教員が多忙に感じていることや負担に感じている業務（赤枠）
アンケート調査結果の上位の業務（平成18年度教員意識調査）

月
約
８
時
間

月
約

時
間

３４

文部科学省教員勤務実態調査－ 昭和４１年度調査との比較 
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調査の概要 

○調査概要・目的： 
  ・学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点を当てた国際調査。職能開発などの教員の環境、学校での指導

状況、教員へのフィードバックなどについて､国際比較可能なデータを収集し、教育に関する分析や教育政策
の検討に資する。 

  ・2008年に第1回調査、2013年に第2回調査（今回）を実施。日本は今回が初参加。 
 

○調査対象：中学校及び中等教育学校前期課程の校長及び教員 

 ・１か国につき200校、1校につき教員（非正規教員を含む）20名を抽出 
 ・日本の参加状況：全国192校、各校約20名（校長192名、教員3,521名） 
  ・国公私の内訳（参加校に所属する総教員数における割合）：国公立校 約90％、私立学校 約10％ 
  

○調査時期：平成25年2月中旬～3月中旬（日本） 
 

○調査方法：調査対象者が質問紙調査（教員用／校長用）に回答（所要各60分） 
 

○調査項目： 
    ◆教員と学校の概要 ◆校長のリーダーシップ ◆職能開発 ◆教員への評価とフィードバック 

    ◆指導実践、教員の信念、学級の環境 ◆教員の自己効力感と仕事への満足度 
 

○参加国：OECD加盟国等34カ国・地域 
アルバータ（カナダ）、オーストラリア、フランドル（ベルギー）、ブラジル、ブルガリア、チリ、クロアチア、チェコ、キプロス、デンマー
ク、イングランド（イギリス）、エストニア、フィンランド、フランス、アイスランド、イスラエル、イタリア、日本、韓国、ラトビア、マレー
シア、メキシコ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、セルビア、シンガポール、スロバキア、スペイン、ス
ウェーデン、アブダビ（アラブ首長国連邦）、アメリカ 
※下線は第2回からの新規参加国 
 

ＯＥＣＤ 国際教員指導環境調査（TALIS） のポイント 
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我が国の教員の現状と課題 – TALIS2013結果概要 – 

80.7%

70.0%

85.8%

80.3%

26.0%

21.9%

17.6%

15.6%

31.6%

43.8%

50.6%

59.5%

62.1%

86.4%

校内研修等で教員が日頃から共に学び合い、指導改善や
意欲の向上につながっている 

研修への参加意欲は高いが､業務多忙や費用､支援不
足が課題 

教員は､主体的な学びを引き出すことに対しての自信が
低く、 ICT の活用等の実施割合も低い 教員の勤務時間は参加国中で断トツに長い!人員不足感も

大きい 

 日本の教員の１週間当たりの勤務時間は最長。 
 

 授業時間は参加国平均と同程度であるが、課外活動（スポーツ・文化活動）の
指導時間が特に長く、事務業務、授業の計画・準備時間も長い。 

 

 教員や支援職員等の不足を指摘する校長も多い。 

＜１週間あたりの勤務時間＞ 

37.5%

47.4%

44.4%

27.5%

9.9%

32.5%

21.9%

14.1%
＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞ 

 日本の学校には教員が学び合う校内研修､授業研究の伝統的な実践の背景が
あり､組織内指導者による支援を受けている割合､校長やその他の教員から
フィードバックを受けている割合が高い。 

 

 教員間の授業見学や自己評価、生徒対象の授業アンケートなど多様な取組の
実施割合が高い。 

 

  これらの取組の効果として、指導実践の改善や仕事の満足度、意欲等の面で
好影響があると回答している教員の割合が参加国平均よりも高い。 

＜主体的な学びの引き出しに自信を持つ教員の割合＞ 

 日本の教員は公式の初任者研修に参加している割合が高く、校内研修が盛
んに行われている。 
 
 

 日本では、研修へのニーズが全体的に高いが､参加への障壁として業務スケ
ジュールと合わないことを挙げる教員が特に多く、多忙であるため参加が困難
な状況がある。 
 

批判的思考を促す 

 

勉強ができると自
信を持たせる 
 
 

関心を示さない生
徒に動機付け 
 
学習の価値を見い
だす手助け 
 

他の教員の授業
を見学、感想を
述べる 
 

研修で他校の授
業を見学 

少なくとも一週間を要す
る課題を与える 
 
 

進度に応じて異なる課題
を与える 
 

少人数ｸﾞﾙｰﾌﾟで共同の
解決策を考え出す 
 
 

生徒が課題や学級の活
動にICTを用いる 

19.0%

55.3%

51.4%

93.9%

＜授業見学の実施状況＞ 

＜研修参加への妨げ＞ 
業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

と合わない 
 

費用が高い 
 
雇用者からの 
支援不足 

1.6

2.9

2.9

2.1

7.1

19.3

38.3

3.0 

3.9

5.5

7.7

8.7

17.7

53.9
（時間） 

勤務時間の合計 

授業 

課外活動 
(ｽﾎﾟｰﾂ/文化) 

事務業務 

授業計画･準備 

同僚との共同作業
/話し合い 

学校運営業務 

34カ国/地域 

中で最長 

   我が国の教員の現状と課題 – TALIS2013結果概要 – 
日本 日本 

参加国平均 
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○  日本の教員の１週間当たりの勤務時間は、参加国中最長（日本５３．９時間 、平均３８．３時間）。 
 
○  教員が指導（授業）に使ったと回答した時間は、参加国平均と同程度（日本１７．７時間、平均１９．３時 
 間）である一方、課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に長い（日本７．７時間、平均２．１時間）。 
 
○ また、一般的事務業務（日本５．５時間､平均２．９時間）や学校内外で個人で行う授業の計画や準備に 
 使った時間（日本８．７時間、平均７．１時間）等も長い。 
 
（参考）平成２５年３月分厚生労働省勤労統計調査 
３０人以上の事業所規模の月間総実労働時間：１４６．７時間（所定外労働時間を含む） 

仕事時間の合
計 

指導（授業）に使っ
た時間 

学校内外で個人
で行う授業の計
画や準備に使っ
た時間 

学校内での同僚
との共同作業や
話し合いに使った
時間 

生徒の課題の
採点や添削に
使った時間 

生徒に対する教
育相談に使った
時間 

日本 53.9時間 17.7時間 8.7時間 3.9時間 4.6時間 2.7時間 

参加国平均 38.3時間 19.3時間 7.1時間 2.9時間 4.9時間 2.2時間 

学校運営業務
への参画に
使った時間 

一般的事務業務
に使った時間 

保護者との連絡
や連携に使った
時間 

課外活動の指導
に使った時間 

その他の業務に
使った時間 

日本 3.0時間 5.5時間 1.3時間 7.7時間 2.9時間 

参加国平均 1.6時間 2.9時間 1.6時間 2.1時間 2.0時間 

（参考）教員の仕事時間 

※直近の「通常の一週間」（休暇や休日、病気休業などによって勤務時間が短くならなかった一週間）において、所属する学校で求
められる仕事に従事した時間数を教員に質問。週末や夜間など、勤務時間外に行った仕事時間も含まれる。 

OECD・ TALIS － 教員の仕事の時間配分について 
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○ 日本では、「他の教員の授業を見学し、感想を述べる」という項目に「行っていない」と回答した教員が参加国平均
に比べて極めて低い（日本６．１％、平均４４．７％） 。 
 
○ 一方、「同僚と教材のやりとりをしていない」 （日本１１．１％､平均７．４％）、「特定の生徒の学習の向上について
議論を行っていない」（日本６．0％､平均３．５％ ）、「他の教員と共同して、生徒の学習の進捗状況を評価する基準を
定めることを行っていない」 （日本１６．６％､平均８．８％）、「専門性を高めるための勉強会に参加していない」 （日本
１８．８％､平均１５．７％）と回答した教員の割合は、参加国平均より高い。 

学級内でチーム・ティーチ
ングを行っていない 

他の教員の授業を見学し、
感想を述べることを行っ
ていない 

学級や学年をまたいだ
合同学習を行っていな
い 

同僚と教材のやりとりを
していない 

日本 34.0％ 6.1％ 37.5％ 11.1％ 

参加国平均 41.9％ 44.7％ 21.5％ 7.4％ 

特定の生徒の学習の向上
について議論を行っていな
い 

他の教員と共同して、生
徒の学習の進捗状況を
評価する基準を定めるこ
とを行っていない 

分掌や担当の会議に出
席していない 

専門性を高めるための
勉強会に参加していな
い 

日本 6.0％ 16.6％ 3.6％ 18.8％ 

参加国平均 3.5％ 8.8％ 9.0％ 15.7％ 

（参考）教員間の協力 

OECD・ TALIS －教員間の協力 
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